
 

７．卒業再試験制度について（４年次生） 
４年次生で、第４学年終了時に卒業所要単位に２科目以内（専門科目のみ）の不足を生じた者について、

以下により卒業再試験を実施します。４年次生は、卒業発表日に必ず自分で卒業の可否を確認してくださ

い。再試験受験の申込みは卒業発表当日、本人に限って受付けます。 

再試験該当者であっても、卒業の確認をせず再試験の申込みをしなかった者、再試験を受験しなかった

者、再試験に不合格になった者は卒業できません。 

対象科目については、当該の４年次において履修登録をし、かつ、Ｄ評価を受けたものに限ります。 

 

（１）対象科目： 法学部の専門科目のみで、基礎科目は対象となりません（以下詳細参照） 
 

対 象 科 目 実施の有無 

①法学部主催専門科目（②～⑤を除く） ○ 

②法学部専門科目のうち、経営学部との合併科目 × 

③法学部専門科目のうち、春学期科目※１、レポート、平常点評価※２

による科目 
× 

④総合科目（総合科目の中の政治学科専門科目含む） × 

⑤他学部公開科目 × 

⑥基礎科目０群～５群 × 

⑦教職科目・資格科目 × 

 
 

※１ 法学部専門科目の春学期終了科目（春学期科目・春学期集中科目等）は対象となりません。 

※２ 専門科目の「平常点評価」とは、授業内試験又は定期試験を実施せず、出席点やレポートなどの総

合点で評価する方法です。平常点評価をする科目は、公共政策フィールドワーク、文書の書き方セ

ミナー、演習、卒業論文、リサーチペーパー、電算実習科目、外国書講読など。 

 

（２）受験資格： 対象となる科目でＤ評価を受けたが、そのうち２科目につきＣ評価を受ければ、卒業所要

単位を満たす場合 

 

（３）試験方法： 筆記試験、レポート試験または面接試験のいずれかとし、科目毎に定めます。 

 

（４）試験日程： 卒業再試験受験の申込み時に法学部窓口で連絡します。 

 

 

 

Ⅴ．その他 

１．海外留学について 

（１）Hosei Oxford Programme （ＨＯＰ） 

イギリスのオックスフォード大学およびフィリピンの南フィリピン大学で行われる法学部生向けの短期海外研

修プログラムです。国際政治学科生の必修プログラムですが、法律学科生・政治学科生も参加できます。２単

位の専門科目として位置付けられており、国際政治学科生は必修科目、法律学科生・政治学科生は自由科目

となります。 

※国際政治学科では、2021年度にカリキュラム変更を予定しています。HOPについても変更されますの

で、可能な限り今年度履修してください。 

（２）法政大学の留学プログラム 

法政大学には「派遣留学制度」「認定海外留学制度」などの長期留学制度があります。また、海外の協定大

学からの交換留学生のために開設された、英語で行われる特別講座を受講できる「交換留学生受入れプロ

グラム（ESOP）」も行われています。各種プログラムの詳しい内容はグローバル教育センターにお問い合わせ

ください。 

 

２．英語外部試験と対策講座について 

（１）TOEIC○R -IP の受験 

  法学部生は６月と１0月に、法政大学で行われるTOEIC○R -IPテストを無料で受験できます。申し込み方

法等の詳細は情報ポータルサイト（Hoppii）内の掲示板で確認してください。  

 

（２） ELPAの受験 

  １年生は４月と１月に行われるELPAを全員受験してください。申し込みは不要です。 

 

（３）外部試験対策の課外講座 

法政大学エクステンション・カレッジでは英語実用試験対策や英語力アップのための課外講座を実施して

います。詳しくは市ヶ谷共通項目のエクステンション・カレッジの項を参照してください。 

 

３．公務員講座・法職講座について（公務人材育成センター） 

法政大学は、「自由と進歩」の精神と「自立型人材」の育成という教育理念の下、多様な人材を社会に輩

出してきました。毎年、多くの卒業生が民間企業に就職していく他、国家公務員あるいは地方公務員を志望

する学生は多く、2018年度には363名(大学院含む)が公務員として就職しました。また、1880年に東京法学

社として産声を上げて以来、多くの法曹（弁護士・検察官・裁判官）も誕生しています。さらに、従来から、卒

業生の中には、公認会計士、税理士、司法書士等の各種資格の取得者がおり、また昨今では、NPO や

NGO に活躍の場を見出す学生も見受けられます。 
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こうした状況の下で、法政大学は、2011 年 4 月、「公務」を担う人材（公務人材）の育成を図るべく、公務人

材育成センターを設置しました。公務を「公共性のある事務」ととらえれば、その担い手が公務員や法曹に

限定されないことは自明のことですが、当センターは、公務員と法曹を公務人材の中核に位置付け、これら

を目指す学生が、自由と進歩の精神を身につけた自立型人材として社会で活躍できるよう支援することを、

その目的としています。そして、これを達成すべく、当センターでは、「公務員講座」と「法職講座」を学内に

開設しています。 

 

（１）「公務員講座」について  

 公務員講座では、入門講座（1 年次）、基礎講座（2 年次）、国家総合職対策講座（3 年次）、国家・地方公

務員上級職対策講座（3～4 年次）を設けています。公務員試験合格に向けて、学年に応じたカリキュラムを

用意しています。 

また、講師による個別相談や、本学卒業生によるイベント（相談会、講演会等）の実施など、公務員の採

用内定を得られるよう、より丁寧な指導を心がけています。なお、本講座は、学部生を念頭にカリキュラムを

作成していますが、大学院生の受講も可能です。 

 

（２）法職講座について 

法職講座のカリキュラムは、法科大学院の受験対策にとどまりません。法曹を志す学部生は、まず法科大

学院進学を考えますがそれが叶っても新司法試験に合格できなければ意味がありません。本講座では、将

来的な新司法試験合格を目指して、学部生の段階で学習しておくべきカリキュラムを１年次から段階的に提

供し、基礎力を養成していきます。講師は、主として本学卒業の弁護士が務めます。 

 

４．法政大学法科大学院について 

 司法制度改革の一環として発足した法科大学院は、専門知識を身に付けるだけではなく、幅広い視野と

柔軟な思考力を養うべく実践的な教育を取り入れ、理論と実務のバランスが取れた法曹を育成することが求

められています。 

 法政大学法科大学院は、こうした司法制度改革の理念を踏まえ、経験・実績の豊かな教授陣による少人

数教育、先進的な実務教育、多様なカリキュラムと高度な設備という万全の体制で、新たな教育に取り組み

ます。優れた人間性と高度な専門知識を備え、複雑化する現代社会の法律問題に対して柔軟かつ適切に

対応できる、創造的応用力を持った法曹を養成します。 

 

法政大学法科大学院ホームページ：http://hosei-law.cc-town.net/ 

 

 

 

 

 

 

５．法政大学大学院進学について 
学部卒業後、さらに研究・研鑽を積み、専門家としての道を進む希望のあるみなさんは、大学院・専門職

大学院への進学をめざしてください。本学に設置されている法学部に関連の深いものは以下の通りです。

学部教育との連携もあります。カリキュラム・入試等について詳しくは、大学 HP などで大学院紹介や入試要

項を参照し、各研究科に問い合わせて下さい。 

 

（１）内部進学制度 

大学院には、一般入試の他に、学部での成績を基準にした内部進学制度があります。 

 

（２）早期卒業者への対応 

学部入学から最短 5 年で修士号（大学院研究科）、もしくは法務博士号（専門職大学院・既修者コースの

場合）を取得できます。 

 

①法学研究科法律学専攻と政治学研究科国際政治学専攻 

早い段階から学部と継続した研究指導を受けるため、3 年次での早期卒業制度（*）を利用し、内部進学

制度もしくは一般の大学院入試を経て、卒業と同時に大学院に進学できます。 

②法務研究科 

全志望者対象の入試（7 月の特待生入試、8 月以降の一般入試、未修者試験、既修者試験：重複受験

可）に加え、11 月に早期卒業者対象特待生入試があります。内部進学制度と早期卒業者進学制度の手続

については、入試要項を参照して下さい。 

 

６．法政大学大学院科目の履修について 

法学部政治学科および国際政治学科の４年生は法政大学大学院政治学研究科国際政治学専攻の授業

を一部履修することができます。修得した単位は法学部の卒業所要単位とはなりませんが、同研究科同専

攻に進学した際、大学院修了単位として認定されます。 

 

（１）対象学生：政治学科および国際政治学科４年次生 

（２）対象科目：大学院政治学研究科国際政治専攻で開講する「基礎理論科目」、「グローバル・イッシュー

科目」、「アジア国際政治科目」 

（３）履修上限単位：１０単位まで 

（４）履修条件：履修にあたっては大学院科目担当教員の許可が必要です。 

（５）修得単位の扱い：法学部卒業後、同研究科同専攻に入学した場合、申請により大学院修了単位として

認定されます。法学部の卒業所要単位とはなりません。 

（６）履修手続き：学部窓口で配布する「大学院科目履修希望票」に必要事項を記入して提出してください。 

 

７．法学志林について 

法学志林協会では、毎年４回雑誌「法学志林」を刊行しています。同誌には法学部教員を中心とした法

学、政治学の研究者の研究成果が発表されており、学生諸君にとっても法学、政治学を学ぶうえで大いに

役立つものと思います。同誌が刊行されますと、大内山校舎 1 階自動販売機前カウンターで学生諸君に配

布しますので、ぜひ入手して、講義や演習の勉強に際して利用してください。 
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